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経済協力の展開と日本産業界
ワシントンの米国国立公文書館にて資料収
集を行い､ 東京の外務省外交史料館にて公開
された資料の複写も行った｡ 人民中国という
雑誌を入手し､ 共同で利用しやすいようにス
キャンして活用し､ その資料紹介を準備して
いる｡ 名古屋大学のグループとも協力しなが
ら､ 経済協力の歴史的な起源を中心に､ 海外
青年協力隊､ 輸出入銀行､ 海外経済協力基金
関係の資料をも活用して検討を行っている｡
(浅野 豊美)
トヨタ自動車研究
各種トヨタ行事への参加や資料収集､ 労働
者や経営者などからの聞き取り調査､ 企業調
査などを行なった｡ また､ 研究会を月 1回程
度開催し､ 各自の報告・議論を行なった｡ こ
の期間に来訪した日本や韓国のマスコミなど
への対応を行なった｡ この期間に､ 中国のト
ヨタ系企業を調査訪問し工場見学やヒアリン
グを行なった｡ それらの成果の一端は杉山直
｢赤字業績下におけるトヨタと関連企業の賃
金格差｣ 及び浅野和也 ｢トヨタにおける働き
方の一考察―労働組合の視点を中心に―｣ の
2 論文として 『中京企業研究No. 36』 に掲載
する予定である｡ (猿田 正機)
日本企業の新興国戦略
陳剛氏､ 賈宝音氏との共同研究で進めてい
る本プロジェクトでは､ 昨年度に行った､ 中
国における日本の小売企業を対象にした調査
研究に引き続き､ 今年度は製造業に視点を移
して､ 中国における部品調達の現地化の可能
性について検討を行っている｡ そのために､
今年度には中国における日系自動車関連企業
に対するインタビュー調査を行うとともに､
現地化の相手先となる中国民族系自動車部品
メーカー３社に対する現地インタビュー調査
を行った｡ 重慶市で訪問した重慶博耐特実業
(集団)有限公司 (スターター､ オルタネーター
を生産) は中小規模の民族系完成車メーカー
らへの納入を通して培った生産能力と開発能
力を基に､ 東風日産への納入を始めていた｡
さらに､ この企業で特徴的だったのは､ 韓国
の部品メーカーを退職した韓国人が副総裁と
して製品開発を主導していたことである｡ 中
国民族系部品メーカーの能力構築の一つのルー
トとして大変興味深い｡ 江蘇省の常州で訪問
した常州正力制鏡有限公司は､ 同業界の国有
企業に長年勤めた技術者が創業した 80 人規
模の小企業であったが､ 台湾製の機械設備を
使って自動車用ミラー製品を生産し､ 主にア
メリカの部品メーカーに輸出していた｡ 同じ
く江蘇省の常州で訪問した常州飛拓模塑有限
公司 (バックミラーなどを生産) は､ アフター
マーケット向けの部品生産から始めて､ いま
は一部OEM事業も行うようになっていた｡
OEM事業は､ 地方の中小メーカーに対して
は承認図方式で､ 上海 GM に対しては上海
所在の 1次サプライヤーからの委託生産 (貸
与図方式) の形で行っている｡ この会社で印
象的だったのは､ 金型を内製していたことで
ある｡ 以上のように､ 近年中国の民族系部品
メーカーの能力と事業内容は大きく変貌を遂
げつつあり､ 日本自動車企業の中国民族系部
品メーカーの活用可能性が現実的なものにな
りつつあることを示唆するものである｡
(銭 佑錫)
ソーシャルビジネスにおけるクラウドファン
ディング
―般社団法人MAKOTOの事例から―
社会的課題の解決に本業で取り組むソーシャ
ルビジネスの活動が世界中で散見される｡
多くのソーシャルビジネス事業者は､ その
志の影で資金調達という難問に常に直面して
いる｡ そのような中､ 新しい資金調達として､
クラウドファンディング (Crowd Funding)
157プロジェクト研究中間報告
に注目が寄せられている｡ クラウドファンディ
ングとは､ インターネットを活用して､ 不特
定多数から資金を調達する方法である｡
そこで､ 本研究では､ ソーシャルビジネス
という枠組みから見た､ 新しい資金調達の可
能性としてのクラウドファンディングについ
て検討していきたい｡
そのために､ 東北地方で早くからクラウド
ファンディングを実践しているソーシャルビ
ジネス事業者 (一般社団法人 MAKOTO)
にヒアリング調査を行った｡
この調査に基づき ｢ソーシャルビジネスに
おけるクラウドファンディング － 一般社団
法人 MAKOTO－の事例から｣ を中京企業
研究 36 号に掲載予定している｡
(中條 秀治・速水 智子)
地域経済と文化資本
今回については､ 地域の大学､ とりわけ､
公立大学を地域の文化資本という視点から取
り上げている｡ 公立大学については､ 4 年前
に開学し､ 都市経営学部というある意味では
地元密着の都市問題に取り組む学部をもつ福
山市立大学､ 美術学部をもち付属美術館をも
つ尾道市立大学を実際に訪れ､ 調査を行った｡
今後､ 国立大学で美術館をもつ東京芸術大学､
九州で最近､ 美術館を設けた佐賀大学を調査
する予定である｡ この成果は企業研究所の所
報に研究ノートとして発表する予定である｡
(寺岡寛)
経営意思決定研究
ネット通販のビジネス戦略と消費者購買行
動について､ ファッション衣料に焦点を絞っ
たネット調査と､ 商品分野を日用品､ 食料品
などに拡大したネット調査を実施済みであり､
現在調査結果の集計と考察を行っている｡ こ
れらの調査結果をふまえ､ 今後は巨大化する
ネット専業ショップと､ 実店舗チャネルを持
つ企業との競争戦略について考察を深めてい
く予定である｡ (中村 雅章)
市場における再帰性の研究
再帰性 (Reflexivity) の概念は社会の変
化に伴って変化している｡ スコット・ラッシュ
の考えかたに基づいて､ 自己再帰性､ 制度的
再帰性､ 認知的再帰性などの認知的､ 制度的
な再帰性のとどまらず､ 美的再帰性､ 解釈学
的再帰性､ 現象学的再帰性など非認知的､ 非
制度的な不合理な再帰性への変化を論じ､ 新
しい市場再帰性を見出した｡ 現在､ ｢社会の
再帰性と商品開発｣ について執筆中である｡
市場の再帰性の実証研究では､ 昨年の日本
と英国の市場のインタビューに続いて､ 本年
度は､ 国内では伊勢 (おかげ横丁)､ 東京
(上野アメ横)､ 海外ではロンドン (スピタフィー
ルド､ ペチコートレーン､ グリニッジ) パレ
ルモ (カーポ､ ヴッチリア､ バッラロ､ ディ・
プルチ) などでインタビューを行っている｡
(中西眞知子)
知識ネットワーク
本プロジェクトは､ 企業における個人の知
識共有行動と個人を取り巻くネットワークと
の関係を明らかにすることを目的とし､ 今年
度は､ 昨年度実施した企業従業員に対するア
ンケート調査で得られたデータを分析した｡
その結果､ 従業員の組織内での自尊感情と､
外部の価値観の内在化に基づく動機が従業員
の知識共有行動を促進している様子などが明
らかになった｡ 今年度はこれらの結果を､ 所
報､ 及び叢書において公開予定である｡ また､
これらの結果から提示された研究課題につい
て､ 新たなアンケートを実施する予定である｡
(向日 恒喜)
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世界恐慌～戦中期の日米コミュニティ・バン
ク諸業態の構造的変化に関する比較研究
本年度は 3 か年計画の 2 年目にあたる｡
2015 年 2 月～3月半ばをめどに､ 米国独立銀
行家協会 (ICBA) 所蔵の､ 大恐慌期～戦時
中の同協会揺籃期の資料を閲覧すべく､
ICBAと連絡を取り合っているところである｡
それと並行して､ ICBAが代表するコミュ
ニティ銀行諸行を取り巻く規制環境の潮流が､
2008 年～2009 年の金融経済危機を境に変化
しつつあること (リーマン・ショックを引き
起こした大手銀行・証券にはより厳しくコミュ
ニティ銀行にはより支援的な方向) に関する
論考を準備中であり､ できうれば部分的にで
も本年度中に公表したい｡ (由里 宗之)
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